ヘイトスピーチ集会に対する公の施設の利用制限--地方公共団体のガイドラインを中心に-- by 中村 英樹










































―ヘイトスピーチ解消法をめぐって―」レファレンス 807 号（2018 年）51 頁以下、
64-66 頁も参照。




仮処分命令事件」法学教室 433 号（2016 年）153 頁、武田芳樹「差別的言動を伴う
デモの差止めと人格権の保障」法学セミナー 743 号（2016 年）118 頁など。毛利透「憲




⑷　2016 年 12 月 20 日には、大阪地裁が、「ヘイトスピーチ」デモを予定していた大
阪府内の男性に対して、大阪市生野区で在日コリアンの人権擁護活動をしている
NPO 団体の事務所から半径 600 メートル以内での侮辱や名誉毀損行為の禁止を命
じる仮処分決定を行った。大阪地裁は、仮処分の決定理由については通知していな
いという。朝日新聞 2016 年 12 月 21 日朝刊（大阪本社）。2017 年 3 月 2 日、大阪
地裁は、同男性に対して、改めて禁止を命じるとともに、違反した場合、申し立て
た NPO 団体に 1 日あたり 60 万円の支払いを命じる決定を行った。朝日新聞 2017
年 3 月 4 日朝刊（大阪本社）。
⑸　朝日新聞 2014 年 12 月 27 日夕刊（東京本社）。日本弁護士連合会「ヘイトスピー












センターの利用申請が不許可とされた例、2014 年 5 月、門真市民会館条
例の「公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認めるとき」に該当
するとして、同会館の使用許可が取り消された例である⑺。さらに、2016
年 5 月、川崎市桜本地区に向けて企画された「川崎発！日本浄化デモ第 3
弾」の起点となる市公園の利用申請に対して、川崎市長は、都市公園条例






そして、解消法施行後の 2017 年 11 月、川崎市は、「本邦外出身者に対
する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律に基づく
⑹　大阪市条例については、田島義久「『大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条例』
の運用状況と課題」法学セミナー 757 号（2018 年）32 頁以下、秦博美「大阪市ヘ
イトスピーチへの対処に関する条例（上）（下）」自治実務セミナー 667 号（2018 年）
54 頁以下、同 668 号（2018 年）56 頁以下、松本和彦「大阪市ヘイトスピーチへの
対処に関する条例」ジュリスト 1513 号（2017 年）81 頁以下参照。
⑺　前田朗「公共空間におけるヘイトの規制」部落解放 737 号（2017 年）62 頁以下、



















他方、2018 年 6 月、東京都新宿区は、解消法との関連を明らかにしな
いまま、区立公園の使用基準を変更して、学校・教育施設や商店街に近接
している公園はデモの出発地に使用できないこととし、さらに集合から





































づき活動する右派系市民グループ」によるデモの発生件数は、2014 年は約 120 件、
2015 年は約 70 件、2016 年は約 40 件（平成 27 年版 183 頁、平成 28 年版 189 頁、
平成 29 年版 185 頁）と減少傾向にあった。しかし、2017 年は約 50 件（平成 30 年
版 199 頁）と、増加に転じている。
































る原理的考察（一）（二）（三 ･ 完）」広島法学 40 巻 2 号（2016 年）103 頁以下、同
























ミナー 757 号（2018 年）37 頁以下、37 頁参照。なお、解消法の成立と人種差別撤
廃条約との関係については、齋藤民徒「ヘイトスピーチ対策をめぐる国内法の動向













員会の権限である（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 21 条 1 号）。
ただし、これらは専権ではなく、公の施設の設置 ･管理に関する事項は、
法律またはこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除き、条例で定め






















ところで、これらの GL が参考資料などの形で取り上げており、GL の
内容にも一定の影響を与えたと考えられるのが、集会の自由と公の施設の
利用制限について判示した、泉佐野市民会館事件と上尾市福祉会館事件の
















































判例時報 2324 号（2017 年）3 頁以下、4 頁。









































以上を踏まえて、各 GL の内容を概観してみよう。各 GL は何れも、そ
れぞれにおける「不当な差別的言動」の定義、利用制限に関する基本方針、
利用制限の要件、手続について定めている。また、利用制限の種類として、










のであること、の 4 要件を満たすことを要するとする（2 頁）。


























































































































ず、川崎市 GL のみ、「原則として」意見聴取を実施する（6 頁）と規定

























































　大石眞『憲法講義Ⅱ 第 2 版』（有斐閣、2012 年）199 頁。
　解消法と公安条例の関係を検討したものとして、治安判例研究会「ヘイトスピー
チ解消法を契機とした公安条例に係る一考察」月刊治安フォーラム 22 巻 12 号（2016
年）29 頁以下。
　塚田哲之「集会 ･ 結社の自由」阪口正二郎 ･ 毛利透 ･ 愛敬浩二編『なぜ表現の自



























































　東京地判平成 21 年 3 月 24 日判例時報 2046 号 90 頁以下。
　岡山地決平成 18 年 10 月 24 日裁判所ウェブサイト、仙台高決平成 19 年 8 月 7 日
判例タイムズ 1256 号 107 頁、岡山地決平成 19 年 10 月 15 日判例時報 1994 号 26 頁。
　木下 ･前掲注（25）4-5 頁。
　大阪市人権施策推進審議会「ヘイトスピーチに対する大阪市としてとるべき
方策について（答申）」平成 27 年 2 月（http://www.city.osaka.lg.jp/shimin/cmsfiles/
contents/0000299/299917/tousinkagamituki.pdf）9-10 頁。
　楠本孝「ヘイトスピーチ対策としての公共施設利用制限について」三重短期大学




























　中林暁生 ･山本龍彦「ロー ･クラス憲法ゼミナール part2 コンテクストを読む（第





















　亘理格「公立学校施設とパブリック ･ フォーラム論―憲法 ･ 行政法の共振回路と







Ⅰ 第 6 版』（有斐閣、2017 年）333 頁。
　小谷 ･前掲注（30）14 頁。
　桧垣･前掲注（3）218-219 頁。この点は、同法案の国会審議でも繰り返し議論となっ
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はじめとする基本的人権を侵害すること











例百選Ⅰ 第 6 版』（有斐閣、2013 年）182 頁以下は、同判決の比較衡量論においては「衡
量の対象が融通無碍である」と指摘する（183 頁）。
　泉佐野判決の園部補足意見参照。公物管理と公物警察については、宇賀克也『行



























条の 4 第 7 項）、「公用若しくは公共用に供するため必要を生じたとき…は、
　佐々木弘通「公の集会施設における『集会の自由』・考」『高橋和之先生古稀記念 






















　最三判平成 18 年 2 月 7 日民集 60 巻 2 号 401 頁。
　三浦大介「行政財産の目的外使用―呉中学校教研集会事件」別冊ジュリスト『地
方自治判例百選 第 4 版』（有斐閣、2013 年）104 頁、104 頁。




稀記念 現代立憲主義の諸相（上）』（有斐閣、2013 年）325 頁以下、340 頁）ことに
は留意すべきである。




















なお、京都府 GL と京都市 GL は、公の施設での「不当な差別的言動」
を認めると、地方公共団体がそれを承認したり事態を容認していると解さ
　木下 ･ 前掲注（25）6 頁、中林 ･ 前掲注（42）「パブリック ･ フォーラム」217 頁。中






　毛利 ･ 前掲注（3）7 頁。近時、マイノリティの集住地域でのヘイトスピーチをそ
の他の公共の場におけるものと区別する議論も見られる。奈須祐治「マイノリティ
集住地域におけるヘイト ･ スピーチの規制―『スコーキー村』事件を読み直す」西
南学院大学法学論集 49 巻 2･3 号（2017 年）209 頁以下、210-211 頁及びそこに紹介
された各論攷を参照。
　排外主義的デモを繰り返した男性らが計画した講演会につき、川崎市は GL に基
づき市教育文化会館の使用を許可している。朝日新聞 2018 年 6 月 6 日朝刊（横浜）。
－ 91 －
ヘイトスピーチ集会に対する公の施設の利用制限（中村）
















成 29 年 7 月 14 日判時 2363 号 36 頁）は、そうした危険性を暗示している。また、
地方公共団体による「政治的中立性への配慮」を理由とした公の施設の利用拒否や
後援拒否が相次いでいる問題について、志田陽子「地方自治体と市民の“基礎体力”
―『集会の自由』の意味を考える」議会と自治体 234 号（2017 年）80 頁以下参照。
もっとも、公の施設の利用と後援とは区別して論じる必要があるだろう。













































※ 注で挙げた各ウェブサイトへの最終アクセス日は、何れも 2018 年 10
月 18 日。
［付記］本稿は、2018 年 3 月 17 日に九州大学法学部にて開催された「九
州公法判例研究会」における報告に基づいている。当日は、出席された先
生方より多くの有益なアドバイスを頂戴した。記して謝意を表したい。
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